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インド政府ぱいわゆる「託合経済方式」を明ら

かにした1948年の産業政策決議， ついでいわゆる

「社会主義型社会」の確立をうたった1956年産業

政策決議｝こおいて，民閾企業に対する規制，監将

を強化することを立言した。その意図がどのよう

な制度をつうじてどの程度実現されたか，また今

後どのような方向に進もうとしているかを確かめ

るのが，この小論の目的である。策者の未熟，姿料

の制約のために思わぬ誤ちを犯していなければ幸

いである。

I インド政府の民間企業規制手段

インド政府が現在採用している民閻企業規制手

段は， 大別して 2種類ある。 1つは硯存工場の拡

張ならびに新工場の設立の認可制度と資木発行の

認可制度で， いわば直接的な規制手段である。も

う1つは租税制度をつうじて行なう企業課税なら

びにインド準備銀行をつうじて行なう金珀政策と

特殊金融公社をつうじて行なう投・融資政策で，

これは間接的規制手段と呼ぶことができよう。

ここでは主として前者を取り扱うことにする。

1 工場の拡張ならびに新設の認可制痰

この制度は1951年に制定された産業（開発ならび

に規制）法 (Industries(Development and Regula. 

tion) Act, 1951)に依拠するものである。この法

律ば，いわゆる「混合経済方式」を蘭明した1948

年の淮業政策決議 (IndustrialPolicy Resolution, 

1948)のなかで， 全而的に民闘佃に委ねられるも

のとされていた第3(/）範闊（注1〉に属する諸席業の

なかでも，「国家的利益のために中央政府によって

なされる計画立寃と規制を必要とする若干の煎要

な基j~舘信業がある。．その配四が全インド的重要性

のある諮要因によって定められねばならぬか， も

しくは大規捩な投探または麻度の技術訓純を必要

とするような諸迎業は， 「｛1央の規制と管理に従わ

ねばならぬ」（注2)とされている諸産業を国家開発

計画に合致せしめるために制定されたものであ

る。これは37業種の，屈用人100人以下かつ固定

資産 100万）レヒ゜ー以下の企業を除くすべての企業

に適用され，それらに関するおもな規定（、ま次のと

おりである（注3)。

(1) 巾央政府の認可なくして新工場の設立， も

しくは況存丁．湯の大規樅な拡張をしてはならな

い。また新企業に認可を与えるに際してもし必要

と認められるならば， 政府は立地，最小規模等に

関して条件を定めることができる。

(2) (i) 生産減少，生産物品質の低下， 生産物

価格の上昇を示している， もしくはそのよう

な方向への也勢を示しているような

(ii) 国家的に誼要な究源を使用するような

(iii)株主もしくは消践者に拍害を与えるよ

うな仕方で経営されているような，特定の症

業もしくは産業内の諸企業に対して，政府は

調査を行ない欠肝社を網正するに適当と認めら
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れる命令を発することができる。

(3) 経営の改善のためになされるそのような命

令を腹行できないような企業を， 政府はみずから

経営するために接牧する•ことができる。 この措骰

は5カ年間有効であるが， もし必要とあればその

期I削末に敵会の承認を得たうえで管理期間をさら

に延長できる。

(4) 政府は

(i) 諸指定産業のi阻発ならびに規制に関する諸

閻題について政府に勧告する中央諮問柑議会

および

(ii) ｛即饂業グルーブについて，．U出発審議会

（注4)

を設四する権限を有する。

1949年3月に議会に捉出されたこの法祁の原案

では， r．11央庄業局を設訟してそれをこの法律の胎

行に当たらせることになっていたが， それが1951

年IO月に議会を通過，成立するに至るまでの間の

討議の過程で，中央諮尚帝議会に改められ，その職

務も純粋に勧告的な性格のものにとどめるように

修正された。さらに1952年6月18日に，ポンペイの

インド商業会議所において政府がこの法律によっ

て賦与されている諸権限を濫用して産業に冊を課

したり， 制約したりする意図を布していないこと

が， 通商逹業大臣によって明らかにされた紐5)。

1956年には前年1月にマドラスのアウ・プディで

開他されたインド国民会議派年次大会で採択され

た決議（注6)に基づく， いわゆる「社会主義塑社会」

の確立を唱えた新しい産業政策{t:c7)が公布された

が， 政府は全面的な国行化という政策をとらず，

1948年産業政策決議において全面的に国有化すべ

きもの，および今後の新設はすべて政府によるも

のとされていた産業業種を若千期加させるにとと・

め， その他については鹿業（開発ならひ］・こ規制）法

の適用業種を哨すことによって， 民I蜀企業を国家

開発計画のなかに組み入れる方怯を採用してい

る。 l司法逸用産業は発布当初37稲であった(})が，

1953年， 56年， 60年の数次の改訂において， それ

ぞれ45種， 76柾は8), 162種（注9)に増加している。

認可に際してとくに留意されているのは新工場

設立予定地の選定であって， 大都市およびすでに

かなり主業化の巡んだ地域へq凶産業の集中を避

け， 工業化のおくれている地域への新産業の誘致

を目的とし， それに伴い原料および製品の輪送の

使宵が考bぼされることになる証10)。そのため登録

および叶Ii月の手続きの細目を定めた1952年の荏業

企業登録・認可規則(Registrationand Licencing 

of Industrial Undertakings Rules, 1952)におい

て，申扁f；りを受け取った逍甜i；信業省は， それを同

省，鉄泣局，大蔵省（経済問題局）および計両委員

会の代表で構成されている認可委貝会に付託せね

ばならぬとされ ~c いる｛注ll) 。

叶埼闊を受理した認可委貝会は，指定迎業の開

発について中央政府の承認済の計両があればそれ

を考成し， それがなければ当該指定産業の現存生

産能力，研給状況， 原料ならびに設備・機械の利

用可能性等を考俎して可否を決定する。

認可事務の迅速化，憎j便化を図るために， 1959

年， 60年の同法の修正によって一定条件を濶たす

巾睛に関しては， 通商荘業省が単独で認U]の決定

をなしうるようになっているほ12)。

2 探本発行認可制度

．T．楊の拡張ならびに新設の認可制度とならんで，

民間企業の直接的規制手段としてインド政府が採

用しているこの制腹は， 本来は第2次世界大戦中

に戦争遂行の目的に直接役立つような諸産業に資

金を振り鹿けるために， イギリスのインド政府が

インド防術法(Defenceof India Rule)に基づいて
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1943年5月に発布した資本発行（管理）令 (Capital

Issues (Control) Order)にはじまるものである。と

こるが戦争終結後も， ィンフレーションとそれを

--h.，.I悪化させたバキスタンの分維に伴う経済的t昆

乱芯の事梢から周汰の存続が必要となり， さらに

独立ィンドの政府が成立すると国の諸災源の均衡

のとれた発展を火視するための投安政策の第 1歩

として，同法を用いることが有用であることが認

められるようになった。こうして1947年に資木発

行（智理枇統）法 (CapitalIssues (Continuance of 

Control) Act)が， 3カ年期眼で制定されたが， ；；ご

れはその後さらに 2JJ[延長され，ついに 1956年に

はそれを無期限に継続する改正案が議会を通過，

成立せしめられた。

その主な規定は次のとおりである（注13)。

(1) 株式，社偵，担保証券恋あらゆる有価証券

の発行は， 中央政府の認可を必淡とする。

(2) インド国内で組織されたか，あるいは国外

で糾織されたかの別を問わず， いかなる会社も巾

央政府の認可による場合以外はインド国内で斑本

発行をなしてはならない。

(3) インドl国内で組峨された会社は，中央政府

の認可による場合以外は， ィンド匡外で姿本発行

をなしてはならない。

(4) 中央政府は

(i) それの与える許可もしくは認可にそれが遥

当と認める条件を付す，

(ii)それが与えた許可もしくは話可を取り消

す）あるいは認可に付した賭条件の全部もし

くは一部を変更する，

(iii)それの認定した役艮が，いかなる会社もし

くはいかなる会社のいかなる役員に対して

も，かれが必要と認める諸勘定帳菊もしく

はその他の諸文肉を捉示せしめ，梢報を捉供

z8 

せしめうる

権限を斌与されている。

この法律には免除規定があり，それに基づいて

1949年に斑木発行（免除）令 (CapitalIssues (Ex・

ception) or<ler, 1949)が発布されている。それに

よると，銀行もしくは｛呆険業以外の会社による特

別配当株式を除く有{illi証券(1)発行の場合， その価

額がその発行に先立つ12カ月以内になされた以前

の発行と合わせて 50万）レビーを越えないときは，

この法祁の適用を免除される。 この限度は1959年

8月に 100万ルピーに引き上げられた儘l4)。さら

に特殊金滋機渕の 1つであるインドi産業金袖公社

によってなされる袋し付けおよびその引き受ける

社1此も適用を免除されている。

この法律の迎用に際して生ずる諸問題について

政府の諮問に応ずるために，組織商工業，一般公

衆の代表5人以上をもって構成される諮問委員会

が設骰されており， 賓本発行の認可に当たって発

行条件のみならず， 会社の経理内容，外国斑本の

参加等についてもこまかい条件を付している。ま

た5カ年計画の枠内にはいらぬ産業に対しては，

原則として認可を与えない方針が採用されてい

る。忍可事務は大蔵省経済閥函局の所管である。

認uJは2カ年間有効で，認可を受けた会社はは

じめは12カ月後， その後は6カ月ごとに払い込ま

れた金頷を資本発行管理局に通知することを求め

られているがそれは強制的なものでなく， したが

って実際にどれだけ払い込まれたかについては正

確な数字が得られていないc この点が資本発行管

理制度の最大の欠陥とされている（注15)。

（注1,2) 194.8年産業政袋決議は， D.S. Nag, A 

Study of Eco,wmic Plans for J11dia, Bombay, 1949, 

pp. 161,-,,,8. Report of the Fiscal Commission, 1949 

....,50, Vol. 1, pp. 4の～15. U. K. Board of Trade, 

Overseas Economic Surveys; India, Loncl(In, 1953, 

pp. 393~7．等に収録されている。
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（注3) India Planning Commission, The First 

FilJC Ycor Pla91,．a D戌ft01ヽ/line,New Delhi, 1951, 

p. 156. 

（注4) 中央諮[llJ*議会は1952年に汲骰され， 1954

年に組織再糾成が行なわれ，現在妥只総数は29人で，う

ち爵業界から14人，労拗者側から 5人，石袖購買名5

人，その他5人である。開発湘議会は施業別に設rtさ
れ，現在その数は18あり， 5カ年叶面立索に際 Lて秋梃

佑に参与しているといわれる(b1dia,1961, p. 103.）。

（注5) U. K. Board ol Tracie, Overseas Economic 

Surveys; India, London,. 1953, p. 106. 

（注6) Indian National Congress, Resolution on 

Eco11omi'c Policy and Programme, 1955,..,56, New 

Delhi, J956.このなかで「国家月が］は禍祉国家と社会

主義経済である。・・・中酪・・・社会主:投型社会確立のため

に計頂立案および開発において用家が決定的役限を i~i

じねばならぬ」とされていた (2ページ）。

（注7) India Planning Commission, Second Five 

Year Plan, New Delhi, 1956, pp. 43~50に収録。森

田密二郎， 「インドの経済発展における民間部門の地

位」， 『イソドの経悩代理制疫』， アジア経済研究所，

304~5ベージ。

（注8) C. B. Mamoria, Organization and Fi加 92-

citzg of Industries in India, A 11;:ihnhad, 1958, p. 348. 

（注9) btdia, 1960, p. 297. 

（注10) C..B. Mamoria, op. cit., p. 348. 

（注11) U. I<. Board of Trade, op. cit., p. 107. 

（注12) U.S. Dept. of Co1nn1erce, Investment in 

India, Washington, 1961, pp. 158~9. 

（注13) S. L. N. Simha, The Capital Market in 

India, Bombay, 1960, p. 33. 

（注14) Reserve Bank of India, Report on Currnncy 

mid Finance, 1959~60, Bomhay, 1960, p. 49. 

（注15) S. C. Kuchhal, Corporation Finance ; 

Principles and Problems, 2nd ed., Allahabad, 1958, 

P・ 4邸．

なおここでふれた諮法規は， U. S. Dept. of Com• 

merce, Invcstm邸 tin Indiaに収録されている。

II 第 1次，第2次5カ年計画

インドの民問企業に関して定期的に公表されて

いる資料としては， 前章で述べた政府の民間企業

規制制度によって染計される官庁統計がある。そ

れには当然2種類あり， 1つは通商廂業省会社法

管理局 (Ministryof Commerce and Industry, 

Department of Company Law Administration) 

の公表する；1．．．楊の拡祗 新設および閉鎖等に閲す

るものであり，他は大成省資木発行管理局 (Mini-

stry of Finance, Controller of Capital Issues) 

の公表する災本発行認可と管剌局に報告のあった

払込資本とその種別等に関するものである。これ

らのほかに民{il企業の経営， 函斑状況についてイ

ンド準備銀行経済局 (Reserve Bank of India, 

Economic Department)が各4半期および数年閥

にわたって包括的な濶査を発表している。ここで

は前2者については照接原探料を利用できなかっ

たので他の刊行物に再録されているものによって

民間企業の数砿的変動をみ， 後者によって経歯状

限の推移を脱観することにする。

ここで1つ注窃しておかねばならぬことは，以

J.: 3種の資料がいずれも屈なった祝点から界なっ

た基準によって民圃企業を扱っているために， そ

れらはそれぞれ独v．したものであって厳密にはI9，1
述， 統一せしめられうる性質のものではないこと

である。 したがってここでは全般的な趨努を問題

にするにすぎない。

1 会社登録数

第1次5カ年計画開始以来の会社登録数の変動

は第1表のとおりである。

これから明らかにみてとれる似向は，

(i) 民問公開会社の数の減少と払込資本額の継

続的迎加， したがってそれに伴う 1社当たり

平均払込資本額の附加，

(ii) 1956/57年を転機とする， 民問非公開会社

の数の減少と払込賓本額の一時的揺少，

(iii)同年以降の政府会社の数の姻加と払込資本

29 



•土·"-_.＂.._o...-：調 査“"•••一~....."●●9......-＿.......＿_—·--•一”●●●_..............................0••,.."＂’"＂＂＂＂＇.............".....＿.....-•一•••“—•---· -- -• _ • 一・•→一.....、

町表操業会社数とその払込狡本額
（払込狩本額単位： 1,000万）レヒ°-）----．- -- --

財政l ------ ・ 全会社 政府会社 1 合 計 政府会社
の払込預

年度末
公開会社 非公開会社 公開会社 1非公開会社 全会社 ＇政府会社 本／全会

l I げ‘区！` ！払込社の払込I戸 i―戸百；一謬戸
茫i*---」＿登主ーニ店本 1 安本 立＿＿登本J 資本

狡本（％）

209 * * I * ---* / 28,532 I 775 / * I ＊一1950-51 12,5⑱ 
1951-52 12,413 

15,964 
16,810 
17,257 
19,255 
19,569 

249 *,to * :,c I凶，223 856 i * * -
1952-53 12,055 269 * * * * 29,312 898 ・""＊一
1953-54 10,237 316 * * * * 29.4， 92 941 *＊一
1954-55 10.0祁 308 * * * * 29， .625 970 * * -
1955-56 9.575 20,299 

20,547 
20,017 
19,719 

334 * "'*  * 29,874 1,024 61 66 6.4 
363 39 19 35 54 29,357 1,078 74 73 6.7 1956-57 8,810 

1957-58 8,266 546 41 18 50 蕊9 28,2邸 1,399 91 257 19.G 
1958-59 7,760 726 37 19 66 405 幻，419 1,510 103. 424 28.1 
1959-60 7,306 

I 
19,615 781 35 25 90 443 祁，921 1,593 125 468 29.4 

（原i'f料） Mo91thly Bl“¢ BOOks 09ヽfoint Slocll Com pa,血sinIndia. 
Annual Reports 01z the W01'.珈 gand Admitzistr,ヽtio,iof Companies Act, 1956. 
（出所） Monthly Abstract of Statistics, Apr. 1961, p. xvi. 

Reserve Bank of India Bulletin, Feb. 1961, p. 178. 

＊利用不可能

額の急速な増加

の3点である。

第1の点は1956年の会社法において株主の利益

を保護するためにまた民間企業の規制を効果的に

するために， 公開会社に対してとくに厳しい諸条

項が定められ， 政府が会社経営の内部的諸問阻を

網査，監督する広範な椛限を賦与されたため，経営

不良な公開会社が非公開会社に転換したために生

じたものである。 1956/57年に公開会社227社が転

換したといわれる。翌 1957/58年には57社が転換

した。これらはいずれも事実上は非公開会社であ

ったのに，公隅会社を名のっていたのであるm1)。

さらに第2の点と関辿するのであるが， インド

政府は会社部門の他全化をはかるために実際には

機能していない会社を解散せしめる政策を厳霊に

施行しており，1956/57年には1135社， 1957/58年に

は1983社が操業を停止している。この数字は1956

/57年以前にはむしろ減少傾向をたどっ下おり，

1953/54年は933社， 1954/55年は 938社， 1955/56

年は901社であった（庄2)。

3° 

このように数のうえでは減少しているにもかか

わらず， 払込資本額が継続的に増加していること

は金融市場， 資本市場の賂備の徴候ともみられ，

全休＇として健全化の煩向を示すものとみてよいで

あるう。

1956年の会社法の厳しい諸規定が，新会社の設

立を阻祖するのでほないかと危ぶむむきもあった

が紐3),.そして実際に次表に明らかなように1956

第2表新規登録．および消筑会社数（月平均）
（払込狩本1社位： 10万）レビ~)

（原資料） Monthly Bllie Books09t ioi}dSl砧

C畑 ,pa油 s切 India..

（出所） Mo)Ithly Abstract o/Si“tistics, Junel96l. 

1憚定数字， 2 1~5月の平均。
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年 57年には新掘設立・登録会社数が激減してい

るが，これはむしろ他の要因によるものである。

すなわち 1956/57年以降， J農作物不作による食糀

楠入の増大とそれまで継続したさかんな民閥投狡

に起因する柿入増加のために外貨準備が乏しくな

り，政府が厳しい喩入制限を課して民間投肉を抑

制せざるをえなくなったこと， 食椅価格上昇に伴

う一般物価水準の上昇（これはとくに工業用原料にお

いていちじるしかった），第2次計両で予定されてい

た固営企粟主要プロジェクトの資金需要を拙たす

ために民問企業に席率の税を課したこと（注4)など

によるものである。

この間に第 1表に明らかなように，政府会社が

数およぴ払込斑本額， とくに後者においていちじ

るしく増加したことほ， ィンド政府が混合経済体

制のなかで社会主義型社会の経済的邸礎を確立す

るために， 民間企業にある程度の犠牲をしいなが

ら，国営企業の拡大を強行した結果とみてよかる

う。インド製造．＿r:業部Fりにおける政府部門の比誼
の増大はとくにいちじるしく， 1960/61年には製造

工業全生産額の 10％に達している。第2次5カ年

計爾中に建設された諸企業が生産を聞始するにつ

れてこの比重は次第に増加し， 1965/66年には生産

財を中心として， 組織工鉱業全生産額の25％を占

めることになるだろうといわれている（庄5)。

睦業別の新規登録会社数についてはくわしい資

料を利用できないので第3表を示すにとどめる。

1952年から 56年6月までに認可された件数ほ

661件で， うち128件が綿織物， 67件が砂糖， 51件

が鉄鋼業， 40件が露化学， 36件が組・人絹緞物，

35件が薬品， 32件がガラズ・間磁器， 29件が植物

性油， 21件が自転車および同じく 21件がセメント

に対するものであった。 1956年には新たに860件が

認可され， その大部分が機械製造および関述企業

であったといわれるぼ6)。以上のことから 5カ年

計両の優先順位にしたがって認可がなされている

とみることができよう。

最後に州別の認可件数について最近3カ年の資

料を示すことにする。

第4表から明らかなようにポンペイ，デリー，

マドラス， ウェスト・ベンガル等すでに工業・化の

すすんでいる州に新設会社が集中する傾向が認め

られ， またこのような領向は民間企業としては当

然のことといわねばならぬであろうが， ィンドの

ような多言語・多人種園家においては， 州民1人

当たり所得が低いところでビハール州の 166.9Jレ

第3表産業グ）レープ別新規登録会社
（授権度本単位： 1,000万ルヒ°-）

1
,
rー

*
0
1
9
4
8
9
3
0
1
5
2
1
2
1
 

.•••••• 1
1
6
8
1
1
7
1
0
2
 

盗権

-58

授

一正

[
3
9
1
7
4
2
7
3
7
2
8
1
7
0
9
0

~
 

1958~59 1959~60 
産業グ）レープ

農業および関連産業
鉱業および採石業
あらゆる稲類の力nニ・製造業
商業およひ金融

迎粕
建設お
・通信・倉血架＇
よび公益事業

あらゆる種類のサーピス
--―_ 

合
--・ 

一丁 961 1 102. 71 

数 i 授権費本 l 数
一

旦 7f:g g 

□；ーロl,095~--;,-3て[―•••-1~2-·
．． 

l 投権安本
↓ 9 

象靡
119.10 
2.13 

i 1 6.8 0 
5.36 

i S.18 

I---160,54 
（出所） Reco,-ds and Statistics, May 1961, p. 155. 

3 I 
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第4表 州別新規登録会社数
ー・ ・•--•• ・ ~ 

疇会ー・「］函登録会社数 2 ・
州 ・・社総数!------------

~57 ～邸～59 ~60 
1956 | 1957 | 1958 | 1959 

北部計・ ¥ 4,628 ¥ 19li 211「̀:
バンジャープ I, 027' 29 j 31. [' 38 
ラージャスタン 520 I 9 I 16 I 18 
ウッタル・プラデシ 1,524 % 34 45 
フ・ リ - I 1,546, 117 I 130 I 141 
ヒマチャ・レブラデシ 11 I ~ I -

:．｀--~戸，五□「言~ 459 

[•エl~；:力^）:／2[ _3〗 3[ 』
西部王」竺67| 1981 254 | 318 
ボンベイ＊ 1 5,597 | i91 了i_293 

>:9:プロ＿［ 41: ；；J -li l―ー：t4:  
； イド •J ラ.....]し三Iー・爵1湯l3翡
総計•j29,3571 961 j 1,09s ! 1,4s2 
（出所） 1．TIle ScCQ9id Ammal Repori on IIie 
Work切lfand Administration of the Com加9lies
駈w,1956, year ended March 31, 1958. p. 70. 
2. Records and Statistics, Mtty 1961, p. 155. 

＊ ポンペイ •Jfl は滉;(F. マハラシトラ州とグジャラ

ート州とに分喝されているが，別々の数字は利
用不可能。

ヒ゜ー，高いところはウェスト・ベンガル州の3832

）レビー（注7)という各州閻の経済的格送は無用な政

治的序擦を惹起する恐れがあり， 第3次5カ年脊I・

画においてはとくに地域間の均衡的発展に関して

1章を設けてその必要性を説くとともに， 大規横

国営プロジご．クトのいくつかを若干の経済的利益

を無悦しても工業的におくれた州に分散すること

が決定されている（注8)。

以上の検射から，廂業（開発ならびに規制）法に

基づくインド政府の対民闘企業政策は (1)函営企業

の比蛍の漸次的lt'1大，（2）計画における俊先産業へ

32 

の民間企業の誘致の点では， 所期の目的をかなり

満たしているが，（3）企業の地域的集中の阻止とい

う点では殺足すべき成果をあげていないと結論し

-cよかろう。

1 資本発行高

第1次，第2次5カ年計両期間にほぼ該当する

期間に資本発行管理，I団が取り扱った探木発行認可

額は第5表のとおりである。

この表には特別配当株，借入に関する数字を含

めていないが， 資木発行総額のうちに占めるそれ

らの割合は小さく， 全休の傾向を左右するほどで

はないので，第5表から全体の頷向を判断すると，

(i) 1956年を転機にして民閲綿門の資本発行認

可額と払込額がともに急激に減少していること，

しかし認可額｝こ対する払込額の比率は 1953年を除

いて50％前後でさして変勁がみられないこと，

(2) それとは逆に政府会社の姿本発行認可額が

1956年に急増し翌1957年には減少したが， 1958年

には民問邪rりのそれの約 4.5倍に達するほどに珀
加していること，払込額も 1956年以降急速に増加

し， 1959年tこは減少したとはいうものの， 民1趾部

門のそれの約3倍であること， 以上2点が明らか

にみてとれる。

この閲に民閻会社に対して，政府会社に有利と

なるように斑本発行管理制度をつうじて差別扱い

がなされたかどうかをみるために， 資本発行申栂i

額に対する認可額の割合をみると， 1951年 87.2 

%, 52年 26.1%（注9),53年 90.6%,54年 94.5

%, 55年 82.8%,56年 90.4%,57年 83.9%,

58年 90.8%, 59年 82.3%というようにそれほ

ど変動が認められない（注10)。政府会社について申

請額に対する認可額の割合に関する資料を利用で

きるのは 1958年以降であるが， それは各年100%

である。しかし上の数字から判断するかぎりでは，

資木発行管理制度自体が民間会社に格別イく利に作
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第5表査本発行管理，認可と利用 （単位： 1,000万ルビー）

年 1発行五―公1}りー会社 1 JF公開会社 1了府会礼＿1 合―ープ
ー一 ー 認、竺餌 1払込額認 III額 l払込額認可額ー1払込額認可額 I払込額

1951 且裔 予翡梵翡 1 閑：醤 1 名：悶 2．竺 竺l41．巴 17,05
計 33.49 14.29 11.84 5.93 2.851 2.31 | 45.33 1 盈温

—- --ti・ l“] 』:i}|:：悶 i!~ ：臼旦1952 閉裔116.63 1 
株式， 36.74 切．84I 4. 82 I 3. os I s. 50 I 6. 75 I 41. 56 I 30. 92 ~953-1 社 ith'l•I晶悶 品翡 闘t| ！ ｝t | 8るI6る1 且芸1贔悶

~-- I 闊塁It嘉j t醤口：ロ―日〗[i
I 且11〗f[i:· 4．竺五1爵：翌 29.44

4.04 3.35 87.21 1 i：蒻
1956 1 :裔 門：腐 舟滉 1 閑：悶i・ふ翡 58．竺 32．竺 悶：悶 唱g

計 96.92 I. s2. 69 I 12. 04 I 7. 10 I 58. 2s I 32. 84 I 10s. 96 I 59. 79 

195／社計•{lt 1]]：！書 闘 ：且！ ：：Iー□三一日：i暑-I株式 42.381 

1958[l  }謬 閑：器ーロ］月:-tい〗閑醤 器：腐I i1 55 45 30.3こ三 667二 217.51 69.30 |．勺．04
株式 78.40I 14.96 I 33.34 l 13.93 I 51.95 I 93.30 l 111.14 I 28.89 

1959 利計 iit 乱器 1--:rn1 は醤 1 此翡 1 51品 93品1 温翡 1 贔：胄

式 1 366.82 1 193.791 93.08| 

~ ー・~

計~I :醤：塁 盈］・・翌 晶：悶 ：i墨I I I4』]喜I：翠喜晶塩！靡
I 

（注） 1. 払込額は，民間会社については実際に払い込まれた年に対してではなく，認可の与えられた年に対して
示してある。 1957年以llff-の政府会社の払込額は払い込まれた年に対する数字である。
2. 株式の項は特別配当株を含まない。

3,• 最近まで，資本発行管理制庶によって与えられた閥可ば2カ年1ui有効であった。このため1959年の認可額に
対する払込額は部分的なものである。したがって1959年の数字は合計のなかに含めていない。
4. 政府会社に関する数字は利用した沢料が伐なるので，合計には含めない。

（出所） 民間会社については ReserveBanli of I叫iaBulletin, Feb. 1961, p. 177. 
政府会社については1951,..,51年は S.L. N. Simha, Tl.』cCapital Market in bzdia, Bombay, 1960, pp. 46-7, 
1957,....,59年は Reportmi Currency and F,切ance,1959-60. Statements 42と 43。

用したとはいえない。 したがって1956年を坑にし

て民間部門の投資活動が沈滞した理由は別のとこ

ろに求められねばならない。それは第2次5カ年

計画における公共部門重要ブロジェクトの実現の

ためにとられた同内消費税率の引き上げ， 企業課

税率の引き上げおよび窟裕税の創股等の財政上の

賭措屈， 民間部門にとくに厳しかった翰入制限，

原料財の価格上昇などに起因する利潤率の低下，

33 
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安全性をもとめる炎金が政府有価証券等に吸収さ

鵡潤門への外響究本流入
（単位： 1,000万）レと°ー）．

1西54~---- -• 
55年平均 1956|1957| 1958 |1959 

I ― 

緊誓嗜雫；！ li:：I醤：！！i乳彗 i精
I 16. 3 I 37. ol 50. oj 27. 7j 38. 1 

・ • 

第6衷

合 計

（注） I. 本国送迎分を除く。

Z• 国深機 I~, 各匡政府および政府炭伎からのも
の。
（出所） Reserve Bank of fndia Bulletin, May 1961. 

産梁別狩本発行額＊（1951年1月～60年6月）
（単位： 1,000万ルヒt~)

粟ー ＼・言―行了
~ • ~ 

乱•.； 
21.0 
2.5 

22.1 

船見］
闘ぷ
ン 3.3

贔晶
・・・ ． 

合 i-l- | 255.6 
• -- ~... 
(Ill所） ReserveBanlz of India Bulle/in, Feb. 1961, 
p. 179. 

＊舒通株，優先株，

第 7表

産
~ ー・

箭
鉄絹・エンジニアリン彦

磨 ュ紡＿ 懇
化学製品
セメント

造
砂
石
プ
タ
そ

紙

ニフ ン テー
パ
の

シ
ョ

社fitの合計。

れたため生じた全般的な炎金辿追などによるもの

であった。

この蘭にインド政府の対民憐I企業政策への不安

から，

みのがせない。

産業別の資木発行認可額については各年の詳し

い狩料は利用できないが，

での認可総額についてみると，

リング産業が総額の35%，ついで石油産業の14%,

化学産業9%，綿紡樅8%,

順で，

る。

るが，

ると，

年

外同民間資本の流入が減少していることも

政府の 5カ年計両の俊先順位にほぼ一致す

産業別発行額に製述してふれておかねばならな

いのは増斑発行（すなわち現存会社tこよる発行）と創

業発行（すなわち新会社による発行）

1956年 8%, 57年

60年1~6月29%, 

いる。

%, 57年

1~6月

9%, 58年

1950年から 60年6月ま

セメント 6％という

16%, 

23％である（注11)。

鉄絹・エンジ.:::.ァ

との比率であ

最近創業発行の割合が増加を示している。

発行総額に対する創業発行の額の割合の変勁をみ

2 %, 58年 24%,

59％と次第に高まって

会社数の割合はそれほど大きくなく， 1956年

59年・17%, 

59 

これに対し発行会社総数に対する創菜発行

16 

60年

これはインドにとっ

第8表 機 関 別 r々 受 額 （洋位： 100万ルヒ’-)

□̀ 
―••_」
（注） 1. I.C.I.C.I. インド産莱信用•投賓公社。
2. L.I.C.生命似険公社。
3. I. F. C.臨菜金融公社。
（出所） Reserve Bank of India B叫lctfo,Feb. 1961, p. 184. 

年 I---:• I 受巴．．者
I.c.I.c.II I L.LC2 | I.F.c31 銀 行 1投沢信託 Iその他

..一・ • - - -..• 

記 ；：皐｝ f：器爵 二 7. 3竺窪鵞盈罰
77.5 I 21.3(27) 1 11.0(14) 
105.7 I 15.5(15) l 4.7(4) 

7. 5{10)18. 6（以｝ 1．1 9} 12.o(l6} 
8. 8 8) 22.5 (21 18. 9 18 35. 4 (34) 

111. 2.  16, 2(15) 17. 5{16) -

-―戸
38.7(35) 12.8!12) 26. 1(23) 

..．-．  
352. 0 69.2 (19) | 36. 2(10)．|-- 16. 3(5) Iー ・三—:（1.2) | 

引受総額

102.9(29) 
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ては新しい資本集約的な程業が最近増加しつつあ

ることを示すものとみてよかろう。

贅本発行に関連してもう 1つ注目すべき最近の

現象は，政府特殊金敵公社が民間企業の株式発行

の引き受けに携わってきていることである。 Iセ命

保険公社の場合には株式の引き受けは凶い入れと

ほとんど同じことで， lnl公社の投函資政策の一環

として行なわれているといわれる（注12)。

このような法人金汲機関をつうずるほかに政府

が謳接民閻企業の株式を取f0する例も最近増加し

てきており，その額は 1956/57年に510万ルヒ°ー，

57/58年には910万）レビー， 58/59年には4,510]:j）レ

ど一， 59/60年には2,tl40万ルビーに達しており，

それらは主として鉄罰，石油， 化学薬品等に対し

てなされているW:13)。

以t．の概観から資本発行管理制lj[はインドの全

体的な資木不足のために， 民間企業規制手段とし

てはそれほど効果をあげていないと結論してよか

ろう。さらに先にもふれたように，この法神の適用

免除限疫を100万ル・ピ ーに引き r．げたことは，この

制度の規制力をさら：＇こ弱めることになろう（注 14)。

これとほ逆に特殊金臨機関をつうずる閣接的な規

制力は強められつつあるとみられる。

2 民間企業の資金潤逹

インド・準備銀行が定期的に行なっている民間公

阻会社の狡金澗逹tこI汎する謂社は， 1951年から55

年までは750社， 1956年から59年までは， 1,001社

を対象とするもの．で， さらに項目にも若干の変更

があるので厳密には比較されうるものではない

が， 主要な傾向I'` よみてとることができる。

これら第 9表の 1, 2から明らかなように， 第

1次5カ年計画期問にほぼ該当する期間の民間公

開会社の内部資金依存率が約70％であったのが，

1956年以来低下傾向をたどり， 56年 37.Oo/o, 57 

年 27.6％で，58年になって48％に回復を示してい

る。これはすでに言及していたよう｝こ，第2次5ヵ

年計両における公共部門の主要プロジェクト実施

のために， 1956年以来政府の採用した増税政策の

結果であって， 課税前利益に対する納税引当金(J).

比重をみると1955年の43.0％から56年 45.7%,

第9表の 1 民問公開会社750社の探金調逹 （単位： 100万ルと°-）
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第9表2 民閻公即会社1001社の汽金調逹 （単位： 100万）レぜー）

資金源泉 1956 ••• -•一·-----· | ...ー・•● —— 

払込狩本金 230.2 借入金 tl• 963.2 | 
1) II] r|3 銀行 G58.3 
2) 諮産業金磁公 ti: I 32.6 
3) 泊保付借入 226.1 
4) 紐 {I't - 14.2 
5).7c'の他 60.2
減価恨却牝 367.1 

納税梢立金 130.1 
盗本 iiし什ii 金 68,0 
袢 i面・その他，梢立金
品

412.3 
只 i卦金その他流動クtfa'(I 447.1 
その他固定負紺 19.8 

1957 

286. 1 
1,043.8 
484. 9 
39.0 

450.9 
- 10.8 
79,8 
461.l 

1t:~ 
194. 5 
'104.4 
5.9 

I 
~.. 

1958 1959 

合計- I 2,637.s I 2,419.9 

(tHi所） ReserveBa11ll of India Bulletin, Sept. 1961, p. 1-12-1. 

合計
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翌
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＿

-

990.4 
2,499.0 
1,213.G 
90. 6 

983.7 
'14.2 
166.!) 
1,894.0 

231.4 
78.2 
1,240.5 
1,320.5 
43.9 

1,666.0 J 1,574.2 1 8,2!)7.9 

57年 49.1％へと削大している(fl:15)。さらに第2

次5カ年計画以来政府の主要な財源となった内11,1

消毀税の税率引き上げが会社の費Jl・］を哨大せしめ

た。この結果社内留保利益が激減し， 市中銀行等

外部姿金への依存率を腐めたのであったが，•それ

がまた会社の利チ返済額を増加さ呪役Ji1を一府

膨脹させることになり利益率が低下した。払込狩

本金と諸積立金（納税および減価飢却対泣：金を除く）と

の合計に対する納税後利益の比率をみると， 1955 

年の 9.1％から56年には8.8%,57年には 6.5%1こ

低下し， 58年になって 7.1％と若干邸まる傾向を

示している（注l6)。これは 1958年 3月の布に対する

内国濶毀税率の引き下げ， 会社に対する強制頂金

計画や窟裕税の徹廃などによるものである（注17)。

以上きわめておおまかにではあるが，会社の設

立・拡張葱可制皮， 賓本発行認可制殴および会社

税制の機能を慨鍛したことから， 1956/57年がイ

ンドの民間企業にとって 1つの転換点を面する年

であったといってよかろう。 1956/57年をなかに

はさんで前後3カ年ほどの期間に，必ずしも所期

の目的を達するように効果的に機f瓶したとはいえ

ないにしても， 稲々の民間企業規制手段を用いて

36 

インド政府が公共部門の拡大に努めたこと， それ

が股業生施の沈滞，外貨邪tiりの悪化に起限する経

済的諸困難のために， 第 2次5カ年計画自体の諸

目様のすべては逹成できなかったとはいえ， 「社

会主淡型社会を国家目的として採用し， ならびに

その計而と急速な発展の必要から， 萩礎的・戦略

的に煎要なもしくは公益サービスの性格をもつす

べての西業が公共部門内に含められねばならぬJ

{t.];!6)と1956年鹿業政策決議にうたわれている目的

をある程度災現したと結論することはできよう。

（注 1) The Second An11ual Report on the Worll-

ing a11d Administration of the Companies Act、1956,

year ended March_ 31, 1958, Delhi, 1959, p. 11. 

（注2) Ibid., p. 9. 

（注3) S. L. N. Simha, The Capital M(lrket i1I 

India, Bombay, 1960, p. 19. 

（注4)・ 「会社税は坑2次5カ年計西(})沢金砲保の

ために埒加されたが，それは只本形成と新しい株式会

社の設立を不振にするので，計画のR(f]すなわち因の

より述かな工菜的・経狩約発展を阻宙するものであ

る」。

P. C. Jain, Public Finance and Plam血g切 lndia,

Allahabacl, 1959, p. 50. 

（注5) India. Planning Commission, Third Five 

Year Pla11, New. Delhi, 1961, p. 64. 



-••一••-·,................--••••ー··”".....-••_．．．．ー···”””-9•一••”.＂”,．．．．．．"＿.........，．．．．．．．．~"”””"．．．．．．．．．""”-．．．．．．．．調 査”·-””."…·--~•

蔀菜別の政府会社の暉は次のとおりである。
. -...▼  

沢 照 (1,000万ルビー） 麟紅·I•に占める割合（％） 指 数

しf．棠グループ 1----|—•--—-• -——-
•一―- I --l 1950/51 1955/5619⑱'591955/56 1958i59 (1955/56=100) 

鉄筑―•I 3.00177.79 2.1 I 40.1 I 5,916.7 

塁械記塁｛也の設贋 ふ闊 1 翌：翡 昇：塁 髯 乱：t 塁：t
その他製迩業・拡菜 7.55 I 17.79 I 41.20 、 16.G I 12.8 I 231.6 
T ．鉱業 ftl・ I 17.85 I 78.24 ・1 345.89 I 88.2 I 90.7 i 442.l 
孤柏・金脱その他 0.84 

345.89 | 88.2 90.7 

I --6.77 | 2i.96 11.8 9.3 368.7 
------|： ・-•—| ---- l ---_ ←.. - -
合計 18.69 I B5.0l ! 370.85 I 100.0 I 100.0 I 436.2 
-- ------- --·..-----..-•J_ 
(tH所） UmaDatu,, "Growth of Government Compnnies, 1950/51.....,1858i59," The &onamic Weeldy, Sept. 

2, 1961, pp. 1405~8. 

（注6) C. B. Mamoria, Organiz(Ili0}l a;td FiII(l91-

cing of Industries in India, Allahahad, 1958, p. 3'18. 

(~l: 7) Monthly S幻tislicalCommentary on Indian 

凡onomicConditions, Apr. 1961, p. 12. 

Quarterly Economic Report of the Indian bzslitutc 

of Public Opinion, Apr. J郎ltp. 46. 

（注8) Economic Times, Scpl. 22, Hl6l. 

（注9) この年にそれぞれ50,000万ルビーのr|1,iI'tが

2件， ht雨散没という理由で拒否されたことによる。

S. C. Kucbhal, Corporation Fi加9ICC,• • Principlcs and 

Problems, 2nd ed., All曲aba<l,1958, p. 459. 

（注10) Report on Cm・rcncy and Fi1w,zce, 1957,.__, 

58, 1959~60 による。

（注11) Reser/JC B(lnk of India Bulletin, Feb. 

1961, p. 180. 

（注12) Ibid., JJ・ 173. 

（注13) S. C. Simlrn, op. cit., p. 203. 

（注14) イソドにおける夜本発行額は 1件当たり

で10~50万ルビ-•がもっとも頻9父が ·I[;i いので，政府の

規制力を強めるためには，免除限度を25万ルビーまで

下げるぺきであるという・邸見がある。これは1952年の

数字に邸づいたもので，インド厨閲銀行の放近の潤在

によれば 1956年から 60年6月までの期間の発行件数

258件（発行総額 17.ll但Iレk・-)のうち， 1,000万ル

ビー以上、i3件(11.59低Iレビー）， 500....,1,000万ルビー

29件(2.21低Iレピー）， 250,....,500万Iレど一 48件(1.91

低Iレビー）， 100万～250万ルビー 54件 (0.99低ルビ

-). 100万ルピー以下 85f'i'(0.42似ルビー）という

ことである。

Rcserl)C Ba,.1/l of India Bullcli11, Feb. 1961, p. 171. 

S. C. Kuchhal. op. cit., p. 458. 

（注15) Reserve Banll of India Bulletin, Sept. 

1961, p. 1405. 

1950~57年の主要拒様は下表のセおり，

(tl; 16) Ibid.，1). 1404. 

（注17) India. Planning Commis.5ion, Second Five 

Year Plan, New Delhi, 1956, p. 43. 

3 第3次5カ年計両と民｛羅企業

1低後に第3次5カ年計画において民間企業に対

してどのような政策がとられようとしているかに

ついて飾単に述べることにする。

第3次5カ年計両は「工業化推進に必要なもの

を， 10年前後の期間内に主として園内資金で充足

できるようにするために， 銅鉄，化学製品，屯カ

のような基礎工梨を拡大し，機械製造能力を砲保

すること」（注1)をその5大目様の 1つとしており，

このような探木財生匝上業tr.．おいては政府の演ず

750ii:.  1001社

I. 1950 [ 1951 | 1952 | 1953 | i954 | 1955 || 1955 | 1956 I百
·----·--·-··・一•-~． ． .~- ．．． ．．．． ．． 

納税引当金／税引 ilil利益 40 | 40 44 41 42 39 , 
配 当／税引前利益 37 

I 43 46 49 
32 44 40 打 33| 33 33 40 □鑓』且鳳息I!！屈菫 iiI〗げ］［エ．．

37 
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る役割が大きいとしながらも， 民閻部Fりもまた計

画の枠内で璽要な役割を演ずることが期待されて

いる。消股財生産部門は，従来どおり主として民

閾部門に委ねられることが明らかにされている。

第3次5カ年計面において寄せられているこの

ような期待に応ずるために，民閻組緞J:・鉱業部

門の緊金而要は新規投資のために 110低ルと゚ ー，

更新および近代化のために15低）レビー，合計125低

ルビーが最小限度必要であるといわれる。実際に

は135~140似）レピ ー必裂であるが， 利用しうる炎

金は125低）レビーが限度であるうといわれるは2)。

第10表民閻部門のエ染計画宍金源呆予定

(Jli｛立： l i稔）レピ'-)
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おり，すでにみたように1958/59年予邸で法人税率

の引き下げが行なわれていたが，翌1959/60年にも

同様の構笞がとられ， 第3次計画の初年度たる

1961/62年度の予符においてもまた法人税率の引

き下げと波近数力年間減少領向を示している外I卦

民IW投狩を誘引するための租税措骰が蛤じられて

いる。

（出所） Rcscrue Ba”': 0II”dia Bulleti9t, Sept. 
1961, p. 1401. 

公共面炉月の投ft計画を遂行するための斑金源と

して，第2次計画時に生じたようなインフレーシ

ョンを未然に防ぐために， 赤宇公{J.,1への依存度を

できるだけ低くじて公拶公伯に頓ることが明らか

にされている。このために「l紺業銀行の資金の大

幅な増加と民l閲部門に対する銀行信用の似謡な規

制が必要であり」は3〉さらに「組織された斑本市

場に依存する（民間の）投資iま投資資金総額およ

ぴ公共部門の必製額を正しく考忠したうえで規制

されねばならない」（注4)とすれば，民尚企業にとっ

てその投斑計面を遂行するため｝こは内部資金な脊

禎と外底資本の流入が絶対に必要となる。

インド政府の政策もこの方向に沿ってなされて

38 

それらの措屈の主なものは次のとおりである

（注5)

゜
(l) 子会社形成を阻止することを目的とした法

人間投資の配当に対する付加税に．r9Jするもの。

これまでは法人閥投炎の配当に対する付｝J(1杭率

はまちまちであった。インドおよび外国の会社が

インド子会社から受け取る面当の付加税率は10%

である。

1959年4月1日以降に設立された子会社以外の

インド会社から受け取るi氾当については，

(i) 公開会社で，その所得総額が25,000)レど一

を越えないィンド会社の受け取る配当に対し

て15%,

(ii) その他のインド会社によって受け取られる

祀当については20%,

(iii） インドにおいて杞当を申告しない外l卦会

社の受け取る配当については33％であった。

1959年4月1日以前に設立された（子会社以外の）

インド会社から受け取られる配当については， 」•:.

の3つの楊合について，それぞれ20,25, 4:3％であ

がた。 1961/62年度予鉢においてば 1961年4月1

1:1以前に設立・登録された会社l、こついては税率を

据え骰きとするが， 1961年4月1日以降に設立さ

れたインド会社（子会社か否かの区別なく）から受

け取られる配当に梃しては，すぺての会社（インド

および外国）について一律20％とする。公i)f.J会社で

所得総額が25,000）レ I::。-を越えないインド会社の
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受け取る陀当については15％とする。

これから 1月らかなように外国会社の受け取るi記

当について， 賊少率がとくに大きい。

(2) 会社の斑金構成を健全にするために特別配

当株式に対して納付すべき付加税の火効税率を30

％から12.5％に引き下げる。

• (3) インド困内で杞当を申告しない外同会社が

インド会社から受け取るロイヤリティーに対する

付加税の火効税率を， 1961年4月 1日以降におい

てインド会社となされ， 巾央政府の承認を得た協

定に対しては43％から30％に引き下げる。

(4) 中央政府｛こよって認可された勤務契約にし

たがってインド国内で勤務する外i月技術者の免税

期閲を，硯在の24~36カ月から一律に36カ月とす

る。

このような税率改正のほかに1961年2月16日に

アメリカ合衆国政府技術協力使節団 (Technical

Co-operation Mission of the U.S. Government) 

の援助のもとに， 外困民閻狩本迎入を促進するこ

とを目的にしてインドの経済事tiりを浦外に紹介す

る機炭としてインド投狡センクー (IndianInvest-

ment Centre)が設けられた難5)。 これは政府())

補助金により荘業界， 金礁界および政府代表によ

って巡営される・半宮の機IY.、.］である。

以上のような諸措｛在は「種々の分野において新

会社の成長を振煎するために， 法人間投炎に対す

る租税負担を若．T網賂する・ベきである。..•中略…

世界の大部分の国では涯業活動の新しい分野に進

出する子会社および提彿会社の形成を促進するた

めに，会社にかなり())免税を捉供している。イン

ドでは法人1明投資の成長を1阻也しないように税率

の再調整をなすべきである」は7)との民閥企業の

婆望に応ずるものである。

「必要とされる規模で斑本形成を促進し， 新技

術の蒔入を振屈・劫長し， かつ社会内の生産力と

階級関係を再甜賂するに当たり， 1釦家は決定的な

役割を秋じねばならぬことになるう。このような

必要性は生産手段の完全な屈有化もしくはJ盟・商・

工業における私的部1門の1釦虹係な意味するものでは

ない。 しかしながらそれは公共部門の浙次的拡張

と計両経済の必要に応ずるように， 民閻部門を再

度方向づけることを窯味する」（注8)。

1956年腟業政策決議のいわゆる「社会主義型社

会」なるものは，第1次計両以来の統制された狩木

主義にほかならず，インド政府は一方では「1瓦宮」

（注9)の期殆を目的に民1月企業を保護・育成し，他

万では「均等なる配分」 (il:10)を災況するために民

閻企菜の無制約的な利潤追求を規制する政策を採

用している。これら 2者の固の振幅を決定する要

因しま稲々 あろうが， 最近では保殺・育成に重点が

移行しつつあるようにみえる。

（注 1) lnclia. Planning Cammi認ion,ThirdFivc 

Year Plq~, p. 48. 
（注2) Reser/)c Ba11/i of India Bt4llctiu, Sept. 

1961, p. 1401. 

（注3) India. Planning Commission, Thil"dFive 

Year Pla・n,.P．98. 

（注4) Ibid., p. 106. 

（注5) Reser/)c Ba叫 ofIndia Bulletin, Apr. 

1961, p. 499. 

（注6) G. H. Mehta, "Role of the Indian Invest-

mcnt Centre in Attracting Foreign Capital," Capital 

Annual Supplement, Dec. 21, 1961, p. 17. 

（注7) R. J. Taraporcvala, "Reforming the Tax 
Structure to Promote Economic Growth," Capital, 

AunIヽalSupplement, Dec. 21, 1961, p. 61. 

（注8) India. Planning Commission, The First 

Five Year Plan : a Su/1i,nary. 4th ed., New Delhi, 

1954, p. 149. 

（注9) lndinn National Congress, Resolutions on 

Economic Policy and Programme, 1955~56, New 

Delhi, 1956, p. 1. 

（注10) Ibid., p. 1. 

（アジア経済研究所詞在研究第2部）
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